
宮城県と日本財団との

働く障害者支援のための連携協定

～ みやぎの工賃倍増を目指して ～

共同受注拡大ビジネスモデルの構築
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連携内容
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宮城県と日本財団は，障害のある方が，適性や能力に応じて就労し，地
域で自立した生活を送り，誰もが活躍する社会を目指して，就労機会の拡
大と工賃向上の取組を協働で支援する。

・ 県内の平均工賃月額 県17,477円（全国16,369円）（R1実績）

全国平均を上回っているものの，平成２８年度以降，減少傾向（目標工賃月額未達成）

・ 県内の就労継続支援Ｂ型 ２４２事業所，実利用者数 ５，１４２人（Ｒ２．３）

・ 日本財団は，「はたらく障害者サポートプロジェクト」を全国で展開中

・ 全国に先駆けて「ＢＰＯを活用した共同受注拡大のビジネスモデル」を構築し，

県内での共同受注を拡大し，働く障害者の工賃増加を目指す。

※ＢＰＯ（ビジネス・プロセス・アウトソーシング）

… 業務工程の一部を切り出し，請負業務として，その業務を専門的に行う企業へ外部委託すること。

宮城県の工賃向上を目指した取組
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ＢＰＯを活用した共同受注拡大ビジネスモデルの構築

みやぎセルプ
協働受注ｾﾝﾀｰ

障害者特化型
ＢＰＯ企業

民間企業等
（県内外）

ＭＩＹＡＧＩ

×

連携協定
締 結

支 援 ②案件
受注

⑤納品

①発注案
件相談

⑥納品

・ 事業所利用者による作業
・ 施設職員による品質管理

■ 発注案件事例（ 想定 ）
・ データ入力
・ 紙媒体資料の電子化
・ 客室清掃業務
・ フェイスシールド製造 等

・ 発注先事業所の選定
・ 業務サポート
・ 品質管理サポート

全国共同受注機会の拡大を見据え、県内共同受注体制の確立と機能強化を図る

新たなBPO業務（軽作業の請負業務）の受注開拓
〈障害者特化型BPO企業〉

県内就労事業所のネットワーク強化と新たな
業務の受注体制の整備

③
業務
依頼

④
業務
完了

県内 就労継続支援事業所

連携


